
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  　 　平成 13年 11月 26日

上   場   会   社   名       光洋精工株式会社 上場取引所  東 大 名 福 札

コード番号     6473 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 大阪府

               氏　　       名 妹尾　泰輔 TEL (06) 6271 - 8261
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 26日

親会社名　　　 　-   　  (コード番号：　 -    ) 親会社における当社の株式保有比率：　   -   　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 9月中間期の連結業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日)
(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 205,516 5.0 3,087 △ 42.4 3,156 △ 34.6
12年 9月中間期 195,707 8.6 5,357 93.1 4,823 85.5
13年 3月期 396,108 10,258 10,453

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 143 - 0.73 0.67
12年 9月中間期 △ 12,599 - △ 64.23 -
13年 3月期 △ 12,106 △ 61.72 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期          885 百万円   12年 9月中間期          683 百万円   13年 3月期        1,131 百万円

     ②期中平均株式数(連結)　13年 9月中間期   196,158,556 株　　12年 9月中間期   196,158,804 株　　13年 3月期   196,158,582 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 461,829 98,032 21.2 499.76
12年 9月中間期 437,948 99,443 22.7 506.95
13年 3月期 471,208 99,856 21.2 509.06
(注) 期末発行済株式数(連結)　13年 9月中間期   196,158,737 株　　12年 9月中間期   196,158,804 株　　13年 3月期   196,159,067 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 3,631 △ 22,266 7,063 29,506
12年 9月中間期 11,742 △ 9,928 1,432 29,142
13年 3月期 23,737 △ 22,339 12,908 40,490

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 42 社   持分法適用非連結子会社数 1 社   持分法適用関連会社数 3 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結(新規) 2 社  (除外) 0 社   持分法(新規) 1 社  (除外) 0 社

２. 14年 3月期の連結業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 406,000 4,500 0
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   0 円 00 銭 

１株当たり株主資本総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期)純利益
１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高
営業活動による
キャッシュ･フロー

投資活動による
キャッシュ･フロー

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

財務活動による
キャッシュ･フロー



－   － １

 

 企 業 集 団 の 状 況  
 
その他の関係会社 製品       
        

ﾄﾖﾀ自動車(株)      部品等  
         
 製品        
         
  連結子会社    非連結子会社   
   光洋販売(株)   KOYO AUSTRALIA PTY.LTD.   KOYO ITALIA S.R.L.   
   KOYO CORPORATION   (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ)           (ｲﾀﾘｱ)   
  OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)   KOYO FRANCE S.A.(ﾌﾗﾝｽ)   KOYO MANUFACTURING   
   SOCIETE DE MECANIQUE    KOYO(U.K.)LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)  (PHILIPPINES)CORP.   
  D’IRIGNY S.A.(ﾌﾗﾝｽ)   KOYO LATIN AMERICA,S.A.          (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)   
   KOYO MANUFACTURING           (ﾊﾟﾅﾏ)   KOYO ROLAMENTOS DO   
得 製品 (THAILAND)CO.,LTD.(ﾀｲ)   KOYO SINGAPORE BEARING     BRASIL LTDA.(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品 光 
   KOYO STEERING    PTE.LTD.(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)   他 16 社   
   (THAILAND)CO.,LTD.(ﾀｲ)   THAI KOYO CO.,LTD.(ﾀｲ)     
   EUROPA-KOYO B.V.(ｵﾗﾝﾀﾞ)  他 7 社  関連会社   
   KOYO DEUTSCHLAND GMBH     SONA KOYO STEERING    
  (ﾄﾞｲﾂ)   SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)   
      他 5 社   
                製品                製品   
 製品 連結子会社    連結子会社 製品 洋 
   KOYO ROMANIA S.A.     KOYO BEARINGS    
  (ﾙｰﾏﾆｱ)    (EUROPE)LTD.(ｲｷﾞﾘｽ)   
         
  連結子会社    非連結子会社   
   ダイベア(株) *   光洋精圧(株)   トキオ精工(株)  他 1 社 原材料  
   宇都宮機器(株)   光洋熱処理(株)     
   日本ﾆｰﾄﾞﾙﾛｰﾗｰ製造(株)   無錫光洋軸承有限公司(中国)  関連会社   
意   伊勢精機(株)  他 2 社   (株)ナカテツ     部品等 精 
       (株)タイホー    他 2 社   
         
  連結子会社    非連結子会社   
 製品  光洋機械工業(株)   KOYO MACHINERY U.S.A.,   ｺｰｷ･ｸﾘｴｲﾄ(株)   他 3 社 製品  
   光洋ｻｰﾓｼｽﾃﾑ(株)  INC.(ｱﾒﾘｶ)  関連会社      
   光洋ｼｰﾘﾝｸﾞﾃｸﾉ(株)     (株)ファームテック   
         
  連結子会社    非連結子会社  工 
   KOYO STEERING EUROPE   HYDROPERFECT   無錫光洋機床有限公司(中国)   
 製品 S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)   INTERNATIONAL S.A.           他 3 社   
   KOYO STEERING DIJON   (ﾌﾗﾝｽ)  関連会社      
  SAINT ETIENNE S.A.S.     T&K AUTOPARTS SDN.   
  (ﾌﾗﾝｽ)    BHD.(ﾏﾚｰｼｱ)   
         
 製品   連結子会社     
先     光洋電子工業(株)    (株) 
                 製品     
 製品   連結子会社     
     AUTOMATIONDIRECT.COM     
    INC.(ｱﾒﾘｶ)     
         
 製品   関連会社   部品等  
     富士機工(株)      
         
 製品 関連会社  部品等     
   TRW KOYO STEERING       
  SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)       

  他 1 社  サービス関係その他     
  パートナーシップ  連結子会社  非連結子会社  
  連結子会社   KOYO FINANCE    ｺｰﾖｰｻｰﾋﾞｽ(株)   他 10 社   
   KOYO DELAWARE INC.   (NETHERLANDS)B.V.  関連会社      
  (ｱﾒﾘｶ)  (ｵﾗﾝﾀﾞ)   (株)久永   

 
＊ (株)大阪証券取引所市場第２部に上場しております。 
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 経 営 方 針  

 
 
１．経営の基本方針 

 
  当社グループは、 
①マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 
②新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 

③人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 
 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 

してまいります。 

 
 
２．中長期経営戦略 

 
 当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 

るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 
   ベアリング部門につきましては、 
①重点分野の商品戦略の展開 

②技術開発力の強化 
③グローバル供給・調達体制の構築 
④品質・コスト競争力の確保 

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
①省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 
②グローバル開発･生産･調達体制の強化 

③市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 
 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開 
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。 

 
 
３．利益配分に関する基本方針 

 
 当社は、安定的な配当の継続および今後の事業展開のための内部留保の充実を基本として、業績 
および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待におこたえしてまいりたいと考えており 

ます。 
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 経 営 成 績  

 

 

１. 当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、米国経済のゆるやかな減速にともない、北米向けのみならずアジア向け

輸出にも影響があらわれ、ほとんどの製造業において生産調整局面が広がるなど、景気後退の様相を色濃く

してまいりました。 

また海外におきましても、欧州経済は比較的底堅く推移いたしましたものの、情報技術(ＩＴ)関連産業の

鈍化とともにアジア経済は減速し、さらには米国での同時多発テロ事件の発生により世界的に経済の不透明

感が顕著になりました。 

このような経営環境のなかで、当社グループといたしましては生産体制の効率化と販売体制の整備を図っ

てまいりました結果、当中間期の連結売上高は２,０５５億１６百万円と前年同期に比べ９８億８百万円、 

率にして５.０％の増収となりました。 

 製品部門別に見ますと、 

 ベアリング部門では、国内において一般市販向けをはじめとして総じて低調でありましたが、海外におい

て北米を除き比較的順調に推移し、１,０１３億６５百万円と前年同期なみを確保いたしました。 

ステアリング部門では、欧州での売上が大きな伸びを示したことにより７３５億７３百万円と前年同期比

１２.７％の増収となりました。 

その他の部門では、工作機械や工業炉等の国内販売が堅調であり、３０５億７７百万円と前年同期比 

５.４％の増収となりました。 

収益面につきましては、一部で市況悪化による操業度低下などの影響があったことから連結経常利益は 

３１億５６百万円と前年同期に比べ１６億６７百万円の減益となりました。また連結中間純利益は株式市場

の低迷により投資有価証券の評価損を計上したことなどから１億４３百万円にとどまりました。 

連結キャッシュ・フローにつきましては、固定資産の取得による支出などから投資活動によるキャッシ

ュ・フローが２２２億６６百万円減少いたしましたが、営業活動によるキャッシュ・フローが３６億３１百

万円、財務活動によるキャッシュ・フローが７０億６３百万円それぞれ増加し、これらの増減に換算差額の

増加および新規連結に伴う増加を加算しました結果、当中間期末における現金及び現金同等物は２９５億６

百万円となりました。 

 当期の中間配当金につきましては、１株につき３円とさせていただきます。 

 

２. 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内において輸出環境の悪化がさらに景気を下押しする懸念も強く、個人

消費が足踏み状態にあることに加え設備投資も縮小基調にあり、また海外におきましても、混迷するアジア

経済を含め、後退局面にある米国経済のみならず欧州経済も減速傾向を強めており、当社グループを取巻く

経営環境はこれまでになく厳しいものになると予想されます。 

このような状況に対処するため、コスト競争力および品質管理体制の強化に取組みますとともに、最適地

生産体制の拡充に努め、経営環境の変化に対応できる企業構造の構築を図ってまいります。 

通期の業績につきましては、連結売上高４,０６０億円、連結経常利益４５億円を見込んでおります。 
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 中 間 連 結 貸 借 対 照 表  

  (単位 百万円)  

 
科          目 

当  中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(12.9.30 現在) 

前         期 

(13.3.31 現在) 

 

 （資 産 の 部）     

  流 動 資 産      ２３８,０４６      ２２８,５５５      ２５１,６０５  

    現 金 及 び 預 金       ２８,０５５       ２６,７７５       ３８,２０６  

    受 取手形及び売掛金      １０９,１６８      １０７,１５５      １１０,１４２  

    有 価 証 券         ２,０３０         ４,０４０         ４,０３１  

    棚 卸 資 産        ８１,１２６        ７３,０２５        ８０,２６７  

    繰 延 税 金 資 産          ４,９１２          ３,６０９          ４,７３１  

    そ の 他        １３,３４１        １４,５９０        １４,８５４  

    貸 倒 引 当 金     △      ５８８     △      ６４２     △      ６２８  

  固 定 資 産      ２２３,７８２      ２０９,１８０      ２１９,３９４  

   有 形 固 定 資 産      １７３,７３４      １６０,３０２      １６６,６６３  

    建 物 及 び 構 築 物        ４４,６５９        ４０,１９４        ４１,５６５  

    機 械装置及び運搬具        ８３,７２６        ７８,９６７        ８１,８７４  

    工 具 器 具 備 品          ５,９６１          ５,５７７          ６,１５３  

    土                  地        ２７,１７０        ２７,１３６        ２７,１１２  

    建 設 仮 勘 定        １２,２１５          ８,４２６          ９,９５７  

   無 形 固 定 資 産          １,３２０          １,４７８          １,５２０  

    連 結 調 整 勘 定               １８             ２４９             ２３２  

    そ の 他          １,３０２          １,２２８          １,２８８  

   投資その他の資産        ４８,７２７        ４７,３９８        ５１,２１０  

     投 資 有 価 証 券        ２４,００５        ２６,５８２        ２７,９３９  

     出 資 金          ８,２３０          ６,７０９          ７,７７２  

    長 期 貸 付 金            ９１４            ５９８            ９０９  

     繰 延 税 金 資 産        １４,５５９        １２,１２５        １３,５５７  

    そ の 他          ３,０６７          ２,９４８          ３,０９２  

    貸 倒 引 当 金     △     ３９２     △     ２８９     △     ４０３  

    投 資 損 失 引 当 金     △   １,６５６     △   １,２７６     △   １,６５６  

  繰 延 資 産                 １             ２１２             ２０８  

   資     産     合     計      ４６１,８２９      ４３７,９４８      ４７１,２０８  

（注）                                     当中間期           前年中間期             前    期 

  １．受取手形割引高                 １,３０２百万円    １,７１１百万円    １,２５６百万円 

 ２．受取手形裏書譲渡高                  ６７百万円       ８６百万円          ７０百万円 

 ３．有形固定資産の減価償却累計額  ３４０,３５０百万円  ３１６,３５５百万円  ３２５,３４１百万円 

 ４．保証債務                          ２,２７８百万円      １,６４２百万円      ２,８５７百万円 

     経営指導念書差入                     ４９４百万円         ５８５百万円         ５２４百万円 

 ５．自己株式の数                        ４４７株             ３８０株             １１７株 
 ６．連結子会社の所有する 
          親会社株式の数    １６,０００株        １６,０００株        １６,０００株 
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                                              (単位 百万円)   

 
    科          目 

当  中 間 期 

(13.9.30 現在) 

前 年 中 間 期 

(12.9.30 現在) 

前         期 

(13.3.31 現在) 

 

 （負 債 の 部）     

  流  動  負  債       ２２４,８６７       ２０７,３２０       ２２２,１５６  

    支 払 手形及び買掛金         ８９,９７５         ９１,７１８       １０３,０６４  

    短 期 借 入 金         ８４,５３０         ７４,２８５         ７５,２３０  

    一年以内返済長期借入金          ５,３５６          ２,５８９          ４,１８７  

     一 年 以 内 償 還 社 債      １０,０００            －               －  

     コマーシャルペーパー              －       ７,０００              －  

     未 払 金         １２,１０５          ９,１８１         １２,６６７  

    未 払 費 用         １８,１６３         １８,２３２         １９,９３０  

    未 払 法 人 税 等           １,３０２           １,８５２           ４,３７１  

    そ の 他           ３,４３４           ２,４６１           ２,７０４  

  固  定  負  債       １２９,８７１       １２１,２４５       １４０,３０７  

     社                  債         ２５,０００         ３５,０００         ３５,０００  

     転 換 社 債         ３９,９９９         １９,９９９         ３９,９９９  

     長 期 借 入 金         １４,７７０         １６,５７６         １５,６１６  

     繰 延 税 金 負 債           １,２６８           １,８８４           １,０７８  

     退 職 給 付 引 当 金         ４６,９３０         ４５,５７６         ４６,６３７  

     役 員退職慰労引当金           １,２０２           １,３５８           １,４９８  

     そ の 他             ６９９             ８５０             ４７６  

   負    債    合    計       ３５４,７３８       ３２８,５６６       ３６２,４６４  

   少 数 株 主 持 分           ９,０５８           ９,９３８           ８,８８８  

 （資 本 の 部）     

  資         本         金          ２５,８９３         ２５,８９３         ２５,８９３  

  資 本 準 備 金         ６０,６６４         ６０,６６４         ６０,６６４  

  連 結 剰 余 金         ２０,１３８         ２２,１９２         ２２,０９７  

  その他有価証券評価差額金          ２,０２０          ４,０２９           ２,７５０  

  為 替 換 算 調 整 勘 定     △  １０,６７４     △  １３,３２６     △  １１,５３９  

  自 己 株 式     △          ０     △          ０     △          ０  

  連結子会社の所有する親会社株式      △         １０     △         １０     △         １０  

   資   本   合   計        ９８,０３２        ９９,４４３         ９９,８５６  

   負債､少数株主持分及び資本合計       ４６１,８２９       ４３７,９４８       ４７１,２０８  
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 中 間 連 結 損 益 計 算 書  

                                           (単位 百万円) 

  

   科           目 

当 中 間 期 

13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前 年中間期 

12.4. 1 から 

12.9.30 まで 

前    期 

12.4. 1 から 

13.3.31 まで 

 

      

    売 上 高    ２０５,５１６    １９５,７０７    ３９６,１０８  

    売 上 原 価    １７３,１９８    １６３,２８１    ３２９,７３８  

      売  上  総   利   益       ３２,３１８      ３２,４２５      ６６,３６９  

    販売費及び一般管理費      ２９,２３０      ２７,０６８      ５６,１１０  

      営 業 利 益         ３,０８７        ５,３５７      １０,２５８  

    営 業 外 収 益     

      受 取 利 息 配 当 金          ２８０          ３６３          ６８７  

      持分法による投資利益          ８８５          ６８３        １,１３１  

      雑    収    入          ９４６          ６４５        ３,０６６  

    営 業 外 費 用     

      支 払 利 息        １,８９９        １,７１０        ３,６３０  

      雑    損    失          １４２          ５１５        １,０６０  

      経 常 利 益        ３,１５６       ４,８２３     １０,４５３  

    特 別 利 益     

      固 定 資 産 売 却 益                  ３１７           １０２           ６５０  

      退職給付信託設定益                  －        ７,８４５        ７,８４５  

      そ の 他                            ７５             ３１             ５９  

    特 別 損 失     

      固 定 資 産 除 却 損             ２２７           ７７４        １,６５５  

      有 価 証 券 等 評 価 損           １,５０３           ５７３           ５６２  

      退職給付引当金繰入額                 －      ３１,３７７      ３１,３７７  

      棚 卸 資 産 廃 棄 損                      －        １,６０９        ２,６８７  

      そ の 他                          ７７１           ５７７        １,５３２  

      税金等調整前中間(当期)純利益         １,０４７    △２２,１０９    △１８,８０５  

    法人税､住民税及び事業税        １,２５１        １,６６３        ５,６４３  

    法 人 税 等 調 整 額    △     ５０８    △１１,１５５    △１２,５１２  

    少 数 株 主 利 益           １６１    △      １８           １６９  

      中 間 （当期）純利益            １４３    △１２,５９９    △１２,１０６  
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 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

                                                (単位 百万円)  

  

科       目 

当 中 間 期 

13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前年中間期 

12.4. 1 から 

12.9.30 まで 

前    期 

12.4. 1 から 

13.3.31 まで 

 

      

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ２２,０９７ ３５,４６１ ３５,４６１ 

     

  連 結 剰 余 金 増 加 高          －      １８９     １８９ 

    連結子会社の合併に伴う増加額          －      １８９     １８９ 

     

  連 結 剰 余 金 減 少 高 ２,１０２     ８５９   １,４４７ 

    配      当      金     ５８８     ５８８   １,１７６ 

    役 員 賞 与      ２７１      ２７０      ２７０ 

    連結子会社増加に伴う減少額   １,２４２       －         － 

                   

  中 間 （ 当期）純利益         １４３ △１２,５９９ △１２,１０６ 

      

  連結剰余金中間期末 (期末)残高 ２０,１３８ ２２,１９２ ２２,０９７ 
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 中間連結キャッシュ・フロー計算書  

                                                                                  (単位 百万円) 

 
 

科        目 

当 中 間 期 
13.4. 1 から 

13.9.30 まで 

前年中間期 
12.4. 1 から 

12.9.30 まで 

前   期 
12.4. 1 から 

13.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

   税金等調整前中間(当期)純利益  １,０４７  △ ２２,１０９  △ １８,８０５  

   減価償却費  １１,７４９   １０,９４８   ２２,０７５  

   有価証券売却益  －  △ ０  △ ３  

   退職給与引当金の減少額  －  △ ２２,９３３  △ ２２,９３３  

   退職給付引当金の増加額  ２９４   ４６,８０４   ４７,７２４  

   持分法による投資利益 △ ８８５  △ ６８３  △ １,１３１  

   売上債権の減少額（△増加額）  １,９８８  △ １７,９７２  △ １８,４２９  

   仕入債務の増加額（△減少額） △ ９,７１８   ２０,７７２   ２６,９８７  

   受取利息配当金 △ ２８０  △ ３６３  △ ６８７  

   支払利息  １,８９９   １,７１０   ３,６３０  

   役員賞与の支払額 △ ３１３  △ ３１４  △ ３１４  

   その他  ３,０３８   １４０  △ ７,０７４  

       小    計  ８,８２０   １５,９９８   ３１,０３７  

   利息及び配当金の受取額  １,１１１   ３６０   ６８７  

   利息の支払額 △ １,９７８  △ １,６６７  △ ３,５５７  

   法人税等の支払額 △ ４,３２２  △ ２,９４７  △ ４,４３０  

  営業活動によるキャッシュ・フロー  ３,６３１   １１,７４２   ２３,７３７  

          

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

   定期預金の預入による支出 △ ２８２  △ ４０９  △ ６６５  

   定期預金の払戻による収入  ４４８   ３９４   ５７８  

   有価証券の取得による支出 △ ５９  △ ５９  △ １１９  

   有価証券の売却による収入  １,０６３   ３,０６１   ３,１２０  

   固定資産の取得による支出 △ １９,９７８  △ １１,１８０  △ ２２,９４８  

   固定資産の売却による収入  ８５３   ５１４   ２,４５６  

   投資有価証券の取得による支出 △ ３,６５４  △ ２,０６２  △ ５,７８６  

   貸付による支出 △ ２５４  △ ７２８  △ １,１８７  

   貸付金の回収による収入  ２３１   ７７   １,５４４  

   その他 △ ６３４   ４６５   ６６９  

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２２,２６６  △ ９,９２８  △ ２２,３３９  

          

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

   短期借入金の純増加額  ７,９３０   ５,６０８   ４,５５４  

   コマーシャルペーパーの減少額  －   －  △ ７,０００  

   長期借入による収入  ２,１２６   ２,０１６   ３,８２６  

   長期借入金の返済による支出 △ ２,１８７  △ ２,４３０  △ ４,０１４  

   社債の発行による収入  －   －   ２０,０００  

   社債の償還による支出  －  △ ３,００１  △ ３,００１  

   ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ １０５  △ １０６  △ ２１３  

   自己株式の減少額（△増加額） △ ０  △ ０   ０  

   親会社による配当金の支払額 △ ５８８  △ ５８８  △ １,１７６  

   少数株主への配当金の支払額 △ １１１  △ ６６  △ ６６  

  財務活動によるキャッシュ・フロー  ７,０６３   １,４３２   １２,９０８  

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ７１  △ ６９   ２１８  

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △ １１,５００   ３,１７７   １４,５２５  

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ４０,４９０   ２５,８５１   ２５,８５１  

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ５１６   １１３   １１３  

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ２９,５０６   ２９,１４２   ４０,４９０  
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項  

 
１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社数は４２社(国内１６社、海外２６社)であり、これらはいずれも主要な子会社 

であります。 
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 
              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 

              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 
なお、当中間期より、KOYO STEERING SYSTEMS OF USA INC.(ｱﾒﾘｶ)および KOYO ROMANIA S.A. 
(ﾙｰﾏﾆｱ)について、重要性が増したため連結子会社に含めております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社３社(富士機工(株)、SONA 

KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)）に対する投 
資について持分法を適用しております｡ 
なお、富士機工(株)については、当中間期中に株式を取得したことにより、新たに持分法 

適用会社に含めております。 
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 

    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 
         有価証券のうち、時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価 
         法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で、時価 

         のないものについては、移動平均法による原価法であります｡ 
棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 

          

    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
         有形固定資産・・・主として定率法 
                           ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除 

                           く｡)については、定額法を採用しております。 
         無形固定資産・・・定額法 
                           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

                           間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
    (3)  重要な引当金の計上基準 
      (a)  貸倒引当金 

           中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
不能見積額を計上しております。 

      (b)  投資損失引当金 
           非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計 
           上しております｡ 

      (c)  退職給付引当金 
          従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
           基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

      (d)  役員退職慰労引当金 
           当社および一部の子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末 

要支給額のうち、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

    (4) リース取引の処理方法 
         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    (5) 消費税等の会計処理 
       税抜方式 



－   － １０

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
        中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、 
        随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な 
        リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており 
        ます。 
(2) 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
                            当 中 間 期   前年中間期   前       期  
現金及び預金勘定 ２８,０５５百万円 ２６,７７５百万円 ３８,２０６百万円 
有価証券勘定 ２,０３０百万円 ４,０４０百万円 ４,０３１百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ４５９百万円 △     ５５３百万円 △     ６２５百万円 
株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等                           △     １１９百万円 △  １,１２０百万円 △  １,１２０百万円 
現金及び現金同等物 ２９,５０６百万円 ２９,１４２百万円 ４０,４９０百万円 

 

 
 
 
 
 

 リ ー ス 取 引  

 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 当 中 間期 前年中間期 前      期 
 備  品  等 備  品  等 備  品  等 

① 取 得 価 額 相 当 額 ４,６５５百万円  ４,４８７百万円 ５,０２６百万円 
 減価償却累計額相当額 ２,４０５百万円 ２,８９６百万円 ３,４９５百万円 
 中間期末(期末)残高相当額 ２,２５０百万円 １,５９１百万円 １,５３１百万円 
② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額   
 １   年   内 ６６２百万円  ６３０百万円  ５７６百万円 
 １   年   超 １,６０２百万円  ８１１百万円 ９６４百万円 
 （合        計） (２,２６５百万円) (１,４４１百万円) (１,５４１百万円) 
 なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間期末 
(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割合が低いため、支払利子込み法によっ 
ております。 
  当 中 間期 前年中間期 前      期 
③ 支  払  リ  ー  ス  料 ３７４百万円  ４２６百万円  ８１９百万円 
 減 価 償 却 費 相 当 額 ３７４百万円  ４３４百万円  ８２７百万円 
④ 減価償却費相当額の算出方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって 
 おります。 
 



－   － １１

 

 有 価 証 券  

 

 

当中間期（平成１３年９月３０日現在） 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの                                           （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ７,３２９ １０,８２５ ３,４９５ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １２１ １３６ １４ 

そ    の    他 １１９ １１９ ０ 

  (３)そ の 他 ３０７ ２６９ △     ３８ 

合   計 ７,８７７ １１,３５０ ３,４７２ 

 

２．時価評価されていない主な有価証券        （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６６ 
 マネー・マネージメント・ファンド ２１０ 

 公社債投信 １,７００ 

合   計 ２,１７６ 

 

 

 

前年中間期（平成１２年９月３０日現在） 

 

１. その他有価証券で時価のあるもの                                           （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ８,７１４ １５,７２２ ７,００８ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １,１２４ １,１３０ ６ 

そ    の    他 １１９ １１９ ０ 

  (３)そ の 他 ３８８ ３１６ △     ７１ 

合   計 １０,３４７ １７,２８９ ６,９４２ 

 

２. 時価評価されていない主な有価証券          （単位 百万円） 

種      類 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６９ 
 マネー・マネージメント・ファンド １７９ 

 公社債投信 ２,７４０ 

合   計 ３,１８９ 

 

 

 



－   － １２

 

前期（平成１３年３月３１日現在） 

 

１. その他有価証券で時価のあるもの                                           （単位 百万円） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

  (１)株   式 ８,８２５ １３,５５５ ４,７３０ 

  (２)債   券    

国債・地方債等 － － － 

社          債 １,１２４ １,１３５ １０ 

そ    の    他 １１９ １１９ ０ 

  (３)そ の 他 ３０７ ２９９ △       ７ 

合   計 １０,３７７ １５,１１１ ４,７３３ 

 

２. 時価評価されていない主な有価証券          （単位 百万円） 

種      類 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２６６ 

 マネー・マネージメント・ファンド ２１０ 

 公社債投信 ２,７００ 

合   計 ３,１７７ 

 
 
 
 
 デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益  

 
  評価損益相当額および契約額がともに少額であって重要性が乏しいため、時価および評価損益並び 
  に契約額の記載を省略しております。 
 



－   － １３

 

 セ グ メ ン ト 情 報  

 
 １．事業の種類別セグメント情報 

      下記の理由により記載を省略しております。 
       (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
       (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 

          ９０％超であるため。 
       (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 

 
 
 ２．所在地別セグメント情報 

      １３年９月中間期（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）      (単位 百万円) 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 

の地域 

 
計 
消  去 
又  は 

全  社 

 
連   結 
 

  売上高及び営業損益         
   売    上    高         

  (1)外部顧客に対する売上高 125,222 50,855 17,874 11,563 205,516 - 205,516  
  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

32,986 995 683 2,022 36,688 (36,688) - 
 

 計 158,208 51,851 18,558 13,586 242,205 (36,688) 205,516  
   営  業  費  用 155,166 50,900 18,928 13,005 238,000 (35,571) 202,429  

     営  業  利  益 3,042 950 (   369)     580 4,204 ( 1,117) 3,087  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 

        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
 

 
      １２年９月中間期（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）       (単位 百万円) 

   

日本 

 

欧州 

 

北米 
その他 

の地域 

 

計 

消  去 

又  は 
全  社 

 

連   結 

  売上高及び営業損益         

   売    上    高         

  (1)外部顧客に対する売上高 126,988 40,048 17,883  10,786 195,707 - 195,707  

  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

26,569  441 594 2,758 30,364 (30,364) - 

 計 153,558 40,489 18,478 13,545 226,072 (30,364) 195,707  

   営  業  費  用 149,323 39,567 18,254 13,062 220,208 (29,858) 190,349  

     営  業  利  益 4,234 921 224     482 5,863 (   505)  5,357  

(注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ②各区分に属する主な国又は地域 
(1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン 
(2)北        米……アメリカ、カナダ 

(3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
 
 

 
 



－   － １４

 
      １３年３月期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）        (単位 百万円) 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 
の地域 

 
計 
消  去 
又  は 
全  社 

 
連   結 
 

  売上高及び営業損益         
   売    上    高         
  (1)外部顧客に対する売上高 261,126 78,601 34,266 22,113 396,108 - 396,108  

  (2)セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

60,889 955 1,249 5,595 68,689 (68,689) - 
 

 計 322,015 79,557 35,515 27,709 464,797 (68,689) 396,108  

   営  業  費  用 311,610 79,317 35,746 26,896 453,570 (67,720) 385,849  

     営  業  利  益 10,404 240 (   230) 813 11,227 (   968) 10,258  
  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン 
        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
 
 
 
 ３．海外売上高 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 
      １３年９月中間期（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで） 
                                  欧   州        北   米      その他の地域          計 
       ① 海外売上高           49,841 百万円 20,694 百万円   23,061 百万円    93,598 百万円 
       ② 連結売上高                                                           205,516 百万円 
        ③ 連結売上高に占める 
           海外売上高の割合        24.2％         10.1％         11.2％             45.5％ 
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
          ②各区分に属する主な国又は地域 
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
            (2)北        米……アメリカ、カナダ 
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
      １２年９月中間期（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで） 
                                  欧   州        北   米      その他の地域          計 
       ① 海外売上高           40,300 百万円  21,039 百万円   22,048 百万円    83,388 百万円 
       ② 連結売上高                                                          195,707 百万円 
       ③ 連結売上高に占める 
           海外売上高の割合          20.6％         10.7％         11.3％            42.6％ 
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
          ②各区分に属する主な国又は地域 
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン 
            (2)北        米……アメリカ、カナダ 
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
 
      １３年３月期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで） 
                                  欧   州        北   米      その他の地域          計 
       ① 海外売上高           79,819 百万円 40,361 百万円   45,960 百万円   166,141 百万円 
       ② 連結売上高                                                           396,108 百万円 
        ③ 連結売上高に占める 
           海外売上高の割合          20.1％         10.2％         11.6％            41.9％ 
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
          ②各区分に属する主な国又は地域 
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン 
            (2)北        米……アメリカ、カナダ 
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 26日

上   場   会   社   名       　光洋精工株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札

コード番号       6473 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 　常務取締役 大阪府

　　　　  氏 　        名 　妹尾　泰輔 TEL (06) 6271 - 8261

中間決算取締役会開催日　　 　平成 13年 11月 26日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日 　平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日)

(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 140,246 3.7 1,705 △ 16.8 2,140 △ 6.9
12年 9月中間期 135,188 7.9 2,050 - 2,297 366.8
13年 3月期 283,651 5,240 6,333

中間(当期)純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 812 - 4.14
12年 9月中間期 △ 10,454 - △ 53.29
13年 3月期 △   8,325 △ 42.44
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   196,175,184 株   12年 9月中間期   196,175,184 株   13年 3月期   196,175,184 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 (注)13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 3.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 3.00 －
13年 3月期 － 6.00

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 352,154 115,823 32.9 590.41
12年 9月中間期 337,411 116,072 34.4 591.68
13年 3月期 365,074 116,376 31.9 593.23
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   196,175,184 株   12年 9月中間期   196,175,184 株   13年 3月期   196,175,184 株

２. 14年 3月期の業績予想(平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日)
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 283,000 4,000 1,600 3.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   8 円 16 銭 

－１５－



   －    －１６

中　　間　　貸　　借　　対　　照　　表

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

科　　　　　 目
当　中　間　期

(13.9.30 現在)

前 年 中 間 期

(12.9.30 現在)

前　　　　　 期

(13.3.31 現在)

（ 資 産 の 部 ）

 流　動　資　産       　１４８,７０９       　１４６,７１０        １７０,７３８

現 金 及 び 預 金       　　１５,１９５       　　１４,９９２        　２６,０１０

受 取 手 形        　   ４,４５３        　   ５,３７７            ５,５５６

売 掛 金        　 ８６,１３９        　 ８０,５５５          ９１,２１６

有 価 証 券        　 　１,８１９        　 　３,８３０     　   　３,８２０

棚 卸 資 産       　　３１,５９７       　　３１,１７４     　 　３１,５７６

繰 延 税 金 資 産             １,６３４             １,３４７            １,９２７

自 己 株 式        　 　　　　 ０        　 　　　　 ０     　　　      　０

そ の 他        　　 ８,０９２        　　 ９,７７３     　   １１,０１６

貸 倒 引 当 金      △ 　　   ２２４      △ 　　   ３４２      △  　   ３８７

 固　定　資　産         ２０３,４４５         １９０,７０１        １９４,３３５

  有 形 固 定 資 産         　８７,７１５         　８９,６９２        　９０,００７

建            物       　  １９,７１９       　  ２０,４２１          ２０,０３９

機 械 及 び 装 置       　  ４３,６１６       　  ４４,６１４          ４３,７９６

土 地       　  １６,８７０       　  １７,０８４          １６,８７０

そ の 他       　　　７,５０９       　　　７,５７２      　　　９,３００

  無 形 固 定 資 産       　　　　 ５５６       　　　　 ５４３      　　　   ５４４

  投資その他の資産       　１１５,１７２       　１００,４６４        １０３,７８３

関 係 会 社 株 式       　  ８８,９７３       　  ７３,２０４          ７６,８６７

長 期 貸 付 金        　 　　　　 －       　　     　９１     　        　　０

繰 延 税 金 資 産        　　 ８,６０２             ６,５８９            ７,７７１

そ の 他           ２１,９６０           ２４,５２４          ２３,５１０

貸 倒 引 当 金      △ 　　   ２３９      △ 　　   ２００      △  　   ２４２

投資損失引当金      △   　４,１２４      △   　３,７４３      △  　４,１２４

資　産　合　計     　  ３５２,１５４     　  ３３７,４１１        ３６５,０７４

（注）                                　 当 中 間 期 　 　    前年中間期　　　　　前      期

　１．有形固定資産の減価償却累計額      226,542百万円　  　 220,899百万円　　　 224,417百万円

  ２．保証債務　　　　　　　　　　　　　 20,647百万円      　17,455百万円　      19,747百万円

保証予約　　　　　　　　　　　　　  7,800百万円      　 6,337百万円　　     7,346百万円

経営指導念書差入　　　　　　　　　  8,693百万円         6,442百万円         7,559百万円

  ３．自己株式の数　　　　　　　　      　  447株          　   380株 　            117株



   －    －１７

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

科　　　　　 目
当　中　間　期

(13.9.30 現在)

前 年 中 間 期

(12.9.30 現在)

前　　　　　 期

(13.3.31 現在)

（ 負 債 の 部 ）

 流　動　負　債         １３２,３６１         １２６,９７６        １３４,３５５

支 払 手 形       　　１２,５０１       　　１１,８９４       　 １２,７１９

買 掛 金           ６０,５１８           ５９,７９２       　 ６６,９１１

短 期 借 入 金       　  ３１,３５０       　  ３１,３５０       　 ３１,３５０

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ       　　  　 　　－       　　  ７,０００        　　　 　　－

一年以内償還社債       　  １０,０００       　　  　 　　－        　　　 　　－

そ の 他       　  １７,９９１       　  １６,９３９       　 ２３,３７４

 固　定　負　債       　１０３,９６９       　  ９４,３６２        １１４,３４２

社 債       　  ２５,０００       　  ３５,０００       　 ３５,０００

転 換 社 債       　  ３９,９９９       　  １９,９９９       　 ３９,９９９

長 期 借 入 金       　  　５,５００       　  　６,０００          　６,０００

退職給付引当金       　  ３３,１６２       　  ３２,９５４       　 ３２,９０２

役員退職慰労引当金       　　　　 ３０７       　　　　 ４０９        　　　 ４４０

負　債　合　計         ２３６,３３１         ２２１,３３８        ２４８,６９７

（ 資 本 の 部 ）

 資　　本　　金           ２５,８９３           ２５,８９３       　 ２５,８９３

 資 本 準 備 金       　  ６０,６６４       　  ６０,６６４       　 ６０,６６４

 利 益 準 備 金       　  　５,８６５       　  　５,７０６       　 　５,７６５

 その他の剰余金       　  ２１,３９９       　  １９,８８３       　 ２１,３６４

　任 意 積 立 金       　  １８,９０２       　  ２６,１４７        　２６,１４７

特別償却準備金       　　　　   ２７       　　　　   １６       　　　    １６

固定資産圧縮積立金       　　　１,６５２       　　　１,６２６       　　 １,６２６

圧縮特別勘定積立金       　　　　 ２１７       　　　　   　－       　　　    　－

別 途 積 立 金       　  １７,００５       　  ２４,５０５       　 ２４,５０５

中間(当期)未処分利益       　　  ２,４９６       　△  ６,２６４        △  ４,７８３

 その他有価証券評価差額金       　    １,９９９       　    ３,９２３       　　 ２,６８７

資　本　合　計         １１５,８２３         １１６,０７２        １１６,３７６

負債及び資本合計         ３５２,１５４         ３３７,４１１        ３６５,０７４



   －    －１８

中　　間　　損 　 益　  計　  算　  書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　     (単位　百万円)

科　　　          目

当 中 間 期

13.4. 1 から

13.9.30 まで

前年中間期

12.4. 1 から

12.9.30 まで

前　　　　期

12.4. 1 から

13.3.31 まで

売   　　  上    　　高   １４０,２４６   １３５,１８８   ２８３,６５１

売　  上  　  原   　 価   １２４,３２１   １１９,３９６   ２５０,０５４

売 上 総 利 益 　　１５,９２４ 　　１５,７９２   　３３,５９６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     １４,２１９     １３,７４１   　２８,３５５

営 業 利 益 　　  １,７０５ 　　  ２,０５０   　  ５,２４０

営   業   外   収   益 　

受 取 利 息 配 当 金  　　 　 ６０４  　　 　 ５０６   　　　 ６９３

雑　　   収       入  　　 　 ５６４  　　 　 ５８４   　　２,４０３

営  業  外  費  用

支  払  利  息  　　    ５７８  　　    ５８４   　　１,２２７

雑       損       失  　　 　 １５５  　　 　 ２５９   　　　 ７７６

経 常 利 益    　 ２,１４０    　 ２,２９７    　 ６,３３３

特   別   利   益

固 定 資 産 売 却 益  　　　　２８１  　　　　  ８３  　　　　５７１

貸 倒 引 当 金 戻 入 額  　　　　１５６  　　　　　　－  　　　　　　－

退職給付信託設定益       　 　　－       ７,８４５       ７,８４５

特   別   損   失

固 定 資 産 除 却 損       　 １５６       　 ６４６       　 ９５６

有 価 証 券 等 評 価 損       １,４９８          ４８２          ４６８

貸 倒 引 当 金 繰 入 額          　　－          １２８          ２１５

投資損失引当金繰入額       　     －       　     －       　 ３８０

退職給付引当金繰入額     　　 　　－     ２５,７７５     ２５,７７５

棚 卸 資 産 廃 棄 損       　 　　－       １,５１４       １,５１４

特 別 退 職 金          　　－          　７６          　７６

税引前中間(当期)純利益   　　　 ９２３   △１８,３９８   △１４,６３６

法人税、住民税及び事業税          １５０          ２００   　　２,７００

法 人 税 等 調 整 額   △  　 　３９   △  ８,１４３   △  ９,０１１

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益   　　　 ８１２   △１０,４５４   △　８,３２５

前 期 繰 越 利 益  　　 １,６８４  　　 ４,１８９   　　４,１８９

中 間 配 当 額       　     －       　     －   　　　 ５８８

利 益 準 備 金 積 立 額       　     －       　     －   　　　　 ５８

中間(当期)未処分利益   　  ２,４９６   △  ６,２６４   △　４,７８３



   －    －１９

中間財務諸表作成の基本となる事項

１．資産の評価基準及び評価方法

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法

          子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法

          その他有価証券

                時価のあるもの ………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

                                            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

                                              移動平均法により算定）

                時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

          移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

  （１）有形固定資産………………定率法

                                ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

                                く。）については、定額法を採用しております。

  （２）無形固定資産………………定額法

                                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

                                間(５年)に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

  （１）貸倒引当金

        中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

        より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上

        しております。

  （２）投資損失引当金

        関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

  （３）退職給付引当金

        従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

        当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

  （４）役員退職慰労引当金

        役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額のうち、当中間期末において

        発生していると認められる額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

      は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

      税抜方式



   －    －２０

リ　　ー　　ス　　取　　引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①取 得 価 額 相 当 額

減価償却累計額相当額

中間期末(期末)残高相当額

当 中 間 期

備  品  等

2,384百万円

1,197百万円

1,187百万円

前年中間期

備  品  等

2,802百万円

2,019百万円

783百万円

前      期

備  品  等

2,809百万円

2,257百万円

551百万円

②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

       １ 年 内

       １ 年 超

　　　(合          計)

  317百万円

  880百万円

（1,197百万円）

　385百万円

  407百万円

（  793百万円）

258百万円

302百万円

 (  561百万円)

　　　　なお、取得価額相当額および未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、有形固定資産の中間

　　　　期末(期末)残高等に占める未経過リース料中間期末(期末)残高の割合が低いため、支払利子込み

　　　　法によっております。

③支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

当 中 間 期

175百万円

175百万円

前年中間期

263百万円

270百万円

前      期

501百万円

508百万円

④  減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

　　　　ております。

有　　　価　　　証　　　券

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                        　　　　　　　(単位　百万円)

        期別 当中間期 前年中間期 前　　期
（平成13年9月30日現在） （平成12年9月30日現在） （平成13年3月31日現在）

種類
中間貸借対

照表計上額
時　価 差　額

中間貸借対

照表計上額
時　価 差　額

貸借対照表

計  上  額
時　価 差　額

子 会 社 株 式 1,614 1,535 △  79 1,614 1,748 133 1,614 1,614 △   0

関連会社株式 1,888 1,502 △ 386 - - - - - -

合      計 3,502 3,037 △ 465 1,614 1,748 133 1,614 1,614 △   0


